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平成 25年度，次いで平成 27年度が 3県，平成










対象 開始年 認証の流れ 宣言・認証事業者数 支援プログラム






















埼 玉 県 介護サービス事業所 平成 29年 ランク 1→ランク 2→ランク 3 未公表 なし








福 井 県 介護サービス事業所 平成 27年 宣言 33箇所 なし
山 梨 県 介護サービス事業者 平成 28年 自己申告→認定 12箇所 なし
岐 阜 県 介護サービス事業所 平成 28年
宣言→グレード







愛 知 県 介護サービス事業所 平成 27年 認証 177箇所 養成校、ハローワークへのお知らせ









































































































































職員 54 実施 38 全職員 23
取組 26 作成 28 取組内容 16
ホーム 11 研修 27 育成計画 11
方法 11 周知 27 休暇取得 11
実績 10 策定 18 キャリアパス 10
制度 10 支援 18 ホームページ等 10
情報 8 会議 15 資格取得 10
内容 8 掲載 15 掲示等 9
キャリア 7 共有 12 新規採用者 9
仕組み 6 公表 12 人材育成計画 9
対象 6 決定 10 労働時間縮減 8
取り組み 5 回覧 9 給与表 7
当年度 5 整備 9 研修要項 7
説明 9 指導者 7
管理 8 実施状況 7
計画 8 利用者 7
仕事 8 事業所 6
導入 8 年間計画 6
育児 7 キャリアアップ 5
活用 7 給与体系 5
両立 7 健康管理 5
介護 6 新規採用職員 5
確認 6 人材育成 5
協議 6 組織風土 5
検討 6
設置 6
促進 6
面談 6
受講 5
配慮 5
7福祉人材育成認証評価制度の基準に関する考察
なく，新規採用職員や若手職員へ丁寧なサポー
トを行い，認証評価制度を通して公表していく
ことにより，応募者の獲得や定着率の上昇につ
ながると考えられる．
２．年間研修計画の策定と周知
　年間研修計画の策定については，「全職員」
「周知」が多く抽出され，計画の策定だけでな
く組織全体として職場研修を推進していくこと
の必要性が強調される結果となった．
　年間研修計画は，多くの事業所で策定されて
いるものであるが，単年度での策定に留まり，
前年度までの研修とのつながりや，職場が求め
る人材像に基づく体系化への視点が乏しい傾向
にある．
　全国社会福祉協議会は，『福祉の「職場研修」
マニュアル』の中で，計画策定にあたっては，
職場の方針を明確に打ち出しながらも，個々の
職員や直属の上司の意向とも十分に調整を図り
ながら，「参画型」で策定することを提唱してい
る9)．研修ニーズとは，求められる能力から現
有能力を引いたものであるが，まずは学習する
１．新規採用者への育成計画
２．年間研修計画の策定と周知
３．職場環境の整備
４．キャリアアップと人材育成
５．キャリアパスに対応した給与体系
図１　認証評価基準の共起ネットワークと５つのカテゴリ（最少出現数５）
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当事者である職員自身が，自らの専門性を問い
直し，職場全体で研修ニーズを明確化する作業
が求められる．
　認証評価制度においては，アウトプットとし
ての計画表だけでなく，研修ニーズを明確化す
るプロセスにおいてもサポートを行なっていく
必要がある．
３．職場環境の整備
　働きやすい職場づくりについての基準は，全
ての府県で設定されている．奈良県では，「休暇
制度・福利厚生」のカテゴリにおいて，「産前・
産後，育児，介護休業制度を整備していること」
「休暇取得推進に関する取り組みを実施してい
ること」「復職後，継続勤務を行うための支援
に関する取り組みを実施していること」等の項
目が設けられている．
　全国社会福祉協議会は，介護施設のワーク・
ライフ・バランスについての報告書を作成し，
ライフステージや時々のニーズに応じた職場の
支援や，働き方を選択できるような仕組みがあ
ることにより，職員は安心して継続的に仕事を
続けていくことができるとし，職員の生活体験
の充実が，尊厳あるケアの実現にプラスに働く
と分析している10)．
　人材確保・定着のためには，出産・育児や介
護で休暇を取得してもキャリアアップが望める
組織体制が必要である．休暇制度を設けるだけ
でなく，取得中及び取得後のサポートを充実さ
せることにより，継続的な専門的スキルの向上
が期待でき，福祉職場のイメージアップにもつ
ながると考えられる．
４．キャリアアップと人材育成計画
　「キャリア」「キャリアアップ」の語は 8府県
で使用されており，秋田県では，「キャリアに応
じた人材育成計画に沿って研修を実施してい
る．」「キャリアアップを支援する面談の仕組み
がある．」等，人材育成の基本的柱として位置
づけられている．
　金井（2010）は，キャリア（Career）は，馬
車を表す Carriageや，なにかを運ぶひとやも
のを表す Carrierと同じ語源であり，馬車の辿っ
てきた道程を示す轍がキャリアであり，その馬
車の御者こそ，キャリアを歩むひとであると表
現している11)．
　認証評価制度は人材育成の推進を目指すもの
であるが，まずは職員一人ひとりが「キャリア
を歩むひと」であるという自覚を持つ必要があ
る．そのためには，職務の選択や活動といった
「客観的な側面」だけでなく，価値観や態度，
モティベーションの変化といった「主観的な側
面」を意識した，面談等を通した個人へのアプ
ローチについても項目に位置づける必要があ
る．
５．キャリアパスに対応した給与体系
　このカテゴリでは，キャリアパス制度の導入
と給与体系のつながりが強調されている．キャ
リアパスの策定を基準に設定しているのは 6府
県であり，半数以下の結果であった．
　キャリアパスは介護職員処遇改善交付金制度
（現在は加算）の策定を機に，福祉分野で注目
される用語となったため，先行研究の数は少数
に留まる．その内容も作成の必要性を訴えるも
のが多く，各団体が示したキャリアパスモデル
の分類等で留まり，具体的な作成方法について
までは言及されていない．
　横山（2011）は，厚生労働省が介護職員処遇
改善交付金制度を策定することによって介護事
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業者にキャリアパス構築を求めた背景には，介
護職のキャリアパスが構築されておらずまた事
業者も積極的に構築しようとはしていない，と
いう現状認識があったと推測し，キャリアパス
要件を交付金と引き換えに課された介護事業者
は，キャリアパス概念そのものについての認識
不足に加えて，求められるキャリアパスの具体
的内容が明らかにされないという情報不足の状
態になったと指摘している．さらに，後から厚
生労働省が明らかにしたキャリアパス要件はい
わば定義あるいは枠組みのようなものであり，
具体的内容の肉付けは各介護事業者に委ねられ
たに等しい状態であったとしている12)．
　また，藤井（2010）は，交付金の「キャリア
パス要件」は形式だけを考えれば，ほとんど意
味のない要件であり，この要件を単に形式的に
満たそうとするのではなく，これを機に，本格
的に人材育成マネジメントを考え取り組むべき
だと指摘している．また，キャリアパスを人材
育成マネジメントシステムの一環として捉える
必要性を提唱し，戦略的なキャリアパス構築の
ためには，「従事者の資質」と「成長してもらう
ための仕組みと仕掛け」について検討していく
ことが必要であるとしている13)．
　京都府では，「人材育成計画はキャリアパスの
内容に沿っており，育成目標と研修内容が明確
になっている．」「組織内におけるキャリアの
コースや段階，およびキャリアアップの仕組み
が明確になったキャリアパスが策定されてい
る．」等，「キャリアパス」が人材育成やキャリ
アアップの仕組みと共に項目として設定されて
いる．キャリアパス要件では，「職位・職責・職
務内容に応じた任用要件と賃金体系の整備をす
ること」が明記されているが，まずはキャリア
パスを組織における人材育成マネジメントの基
軸として位置づけ，その後，賃金体系との連動
を検討していくことが望ましい．
Ⅴ．結論と今後の展望
　個人の尊厳の保持，自立支援，個人が選択し
ていく福祉という，利用者の権利性の確立は，
援助活動を通して実現するものであり，それは，
福祉・介護サービス従事者の資質の向上が前提
となるものである．福祉・介護サービスは従事
者という存在を通して表現されるという特性を
もち，その質の向上は，担い手である従事者の
専門教育・自己教育によって初めて高まりをみ
せるものである．つまり，利用者の QOLを高
めるためには，福祉・介護サービスの質向上が
目指され，それを支えるものが人材育成である
といえる．
　また，福祉経営の視点からみても，人材の育
成，定着は，施設・機関の安定的な運営におい
て欠かせないものである．そのため，健全な運
営及びサービスの質向上のため，組織的な取り
組みが求められる．
　福祉人材育成は総合的な人材育成マネジメン
トの視点からの検討が不足しており，職場研修
の推進に向けた具体的な方法論が未整備である．
特に，人材育成の基準となるキャリアパスにつ
いては，福祉人材確保指針の改定や介護職員処
遇改善におけるキャリアパス要件等の政策に
よって構築が目指されているものの，その方法
論については提示されておらず，それが福祉現
場における人材育成の推進に影響を与えてい
る．
　こうした状況を克服し，エビデンスに基づく
人材育成を推進していくためには，人材育成の
基準であるキャリアパス及び，人材育成プロセ
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ス全体を明確化していく必要がある．また，人
材育成の基準となり得るキャリアパスの構造と
しては，①段階の設定が明確であり，②求める
能力が明確であり，③研修体系（年間研修計画）
の構築・改善に活用できる，ことがその条件と
して考えられる．
　キャリアパスは，従事者の行動目標として具
体的に描かれるため，当事者による作成が前提
となる．個々の福祉職場の特徴を生かし，従事
者自らが日常の業務を振り返りながら作成して
いくことによって，人材育成に活用できる精度
に高められていくといえる．
　つまり，キャリアパスを人材育成の基準（エ
ビデンス）として明確化し（Plan），職場研修
を実施し（Do），振り返り（Check），改善して
いく（Action）サイクルが，現在の福祉現場に
必要な人材育成マネジメントのあり方であると
いえる．
　認証評価制度においても上記の考えに基づき，
トータルな視点から認証に向けた支援を提供す
ることが必要である．しかし，現在の認証評価
基準は上記の PDCAサイクルを網羅したもの
とはなっていないため，福祉職場は提示された
項目のみに着目することになり，人材育成マネ
ジメントサイクルの総体を知ることができな
い．
　また，この PDCAサイクルにおいては，総
括的評価だけでなく，プロセス評価（構成的評
価）を重視し，各ステージにおける必要事項が
どの程度達成されているのかを認証評価基準に
よりチェックしながら次の段階で進んでいくこ
とが，継続的な改善活動を行う前提となる．
　つまり，①キャリアパスを基準（エビデンス）
とした人材育成，② PDCAサイクルに基づく
人材育成マネジメントサイクル，③プロセス評
価（構成的評価）を導入した継続的な改善活動，
の視点を重視した認証評価制度を構築すること
により，各福祉職場の人材育成能力を高めるこ
とがき，福祉人材育成マネジメントシステムの
標準化につながると考える．
　認証評価制度はまだ始まったばかりの制度で
ある．今後は，これから関わる制度設計におい
て，人材育成マネジメントサイクルの視点から
基準づくりに取り組み，その効果についても検
討を試みていきたい．
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